
（平成２３年８月２４日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 6 件

厚生年金関係 6 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 6 件

厚生年金関係 6 件

年金記録確認福島地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



福島厚生年金 事案 1221 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間のうち、平成 12 年７月 17 日から同年９月１日までの

期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことが認められることから、申立人のＡ社に

おける同年７月及び同年８月の標準報酬月額に係る記録を 22 万円に訂正する

ことが必要である。 

なお、事業主が当該標準報酬月額に基づく厚生年金保険料（訂正前の標準

報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を履行したか否

かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 43年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成 12年７月 17日から 14年４月 16日まで 

私がＡ社に勤務していた申立期間において、同社から支給されていた給

与額は、手取りで月額約 18 万円から約 19 万円だったと記憶しているが、

オンライン記録上の標準報酬月額は、11万円と低額となっている。 

平成 12 年から 14 年までの給与所得の源泉徴収票を所持しているので、

調査の上、申立期間の標準報酬月額を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間のうち、平成 12 年７月 17 日から同年９月１日までの期間につい

ては、申立人が所持する「平成 12 年分給与所得の源泉徴収票」により、申立

人は、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給

与から控除されていたことが認められる。 

また、当該期間の標準報酬月額については、前述の給与所得の源泉徴収票

から推認できる厚生年金保険料控除額から、22 万円とすることが妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る厚生年金保険料を納付する義務を履行したか

否かについては、事業主は不明としており、このほかに確認できる関連資料

及び周辺事情は無いことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業



主が申立てどおりの報酬月額に係る届出を社会保険事務所（当時）に対して

行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が無いこ

とから、行ったとは認められない。 

一方、申立期間のうち、平成 12年９月１日から 14年４月 16日までの期間

については、ⅰ）申立人が所持する「平成 12 年分及び 13 年分給与所得の源

泉徴収票」並びに 12 年 10 月以降の標準報酬月額が申立人と同額である同僚

から提出された給与支給明細書によれば、給与総支給額は、オンライン記録

上の標準報酬月額より高額であることが確認できるものの、厚生年金保険料

控除額については、オンライン記録上の標準報酬月額に基づく厚生年金保険

料額と一致していること、ⅱ）申立人が所持する「平成 14 年分給与所得の源

泉徴収票」から推認できる厚生年金保険料の総額は、オンライン記録上の標

準報酬月額に基づく厚生年金保険料の総額を下回っていることがそれぞれ認

められる。 

このほか、オンライン記録上の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料額を

超える保険料が給与から控除されていたことをうかがわせる関連資料及び周

辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

当該期間について申立人がその主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



福島厚生年金 事案 1222 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたことが認められることから、申立人のＡ社Ｂ支店における資格喪失日に

係る記録を昭和 44 年 10 月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を４万

5,000円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 男（死亡） 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 大正 14年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 44年９月 30日から同年 10月１日まで 

私は、昭和 41 年５月 23 日にＡ社に入社し、62 年３月 31 日に退職した。

同社で、数回転勤はあったものの、継続して勤務しており、申立期間が未

加入期間となっていることに納得できないので、申立期間について、厚生

年金保険被保険者であったことを認めてほしい。 

（注）申立ては、申立人の子が、死亡した申立人の年金記録の訂正を求

めて行ったものである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された回答書、申立人に係る雇用保険の加入記録及び同僚の

記憶により、申立人は、申立てに係る事業所に継続して勤務し（Ａ社Ｂ支店

から同社Ｃ支店に異動）、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給

与から控除されていたことが認められる。 

なお、Ａ社では、申立人は、昭和 44 年 10 月１日付けで異動したものと考

えられるとしている上、申立人と一緒に同社Ｂ支店から同社Ｃ支店に転勤し

た同僚も、同年 10 月１日に異動したとしていることから、申立人の同社Ｂ支

店における資格喪失日を、同社Ｃ支店における資格取得日と同日の同年 10 月

１日とすることが妥当である。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社Ｂ支店における

昭和 44 年８月の社会保険事務所（当時）の記録から、４万 5,000円とするこ



とが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、事業主は不明としているが、前述のとおり、Ａ社では、申立人は、昭

和 44 年 10 月１日付けで異動したものと考えられるとしている一方、同社か

ら提出された「健康保険厚生年金保険被保険者資格喪失確認通知書」の備考

欄には、「昭和 44 年９月 30 日付け転勤」と記載されており、申立期間当時、

資格喪失日は同年９月 30 日として処理されていたことが確認できることから、

社会保険事務所は、申立人に係る同年９月の厚生年金保険料について納入の

告知を行っておらず（社会保険事務所が納入の告知を行ったものの、その後

に納付されるべき保険料に充当した場合又は保険料を還付した場合を含

む。）、事業主は、申立期間に係る厚生年金保険料を納付する義務を履行し

ていないと認められる。 



福島厚生年金 事案 1223 

 

第１ 委員会の結論 

総務大臣から平成23年６月21日付けで行われた申立人の年金記録に係る苦

情のあっせんについては、同あっせん後に、申立人の申立期間③に係る賞与

が、申立人がＡ社において厚生年金保険被保険者資格を喪失後に支給された

ことが確認されたことから、当該あっせんに基づく申立人の当該期間におけ

る標準賞与額に係る記録の訂正を行うことはできないものと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 54年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成 15年 12月 17日 

② 平成 17年７月 12日 

③ 平成 17年 12月 21日 

私の厚生年金保険料納付記録のうち、Ａ社に係る賞与の記録が欠落して

いる。賞与が支給されている期間について、正しい記録を追加してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の申立期間における標準賞与額に係る記録については、事業主から

提出された賃金台帳によれば、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により賞与から控除されていたこと、及び事業主は申立期間に係る厚

生年金保険料の納付義務を履行していないと認められるとして、既に当委員

会で決定したあっせん案の報告に基づき、平成23年６月21日付け総務大臣の

年金記録に係る苦情のあっせん（以下「平成23年６月21日付けあっせん」と

いう。）が行われている。 

しかしながら、申立期間③について、事業主から提出された賃金台帳によ

れば、申立人は、平成17年12月21日に賞与を支給され、当該期間に係る厚生

年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが確認できるが、オ

ンライン記録によれば、申立人は、同年10月１日にＡ社における厚生年金保

険被保険者資格を喪失していることが確認できる。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

平成23年６月21日付けあっせんは、事実関係を誤認したものであり、申立人



の申立期間③に係る賞与が、Ａ社において厚生年金保険被保険者資格を喪失

した後に支給されていることから、申立人の当該期間における標準賞与額に

係る記録の訂正を行うことはできないものと認められる。 



福島厚生年金 事案 1224 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたことが認められることから、申立人のＡ社における資格取得日に係る記

録を昭和 48 年３月 16 日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を３万 6,000 円

とすることが必要である。 

なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 25年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 48年３月 16日から同年４月２日まで  

私は、昭和 44 年３月 27 日からＢ社に勤務していたが、48 年３月にＡ社

に出向した際の厚生年金保険の加入記録が途切れているので、申立期間に

ついて、厚生年金保険被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社の承継事業所であるＣ社から提出された回答書及び元上司等の証言に

より、申立人は、申立てに係るグループ会社に継続して勤務し（Ｂ社からＡ

社に異動）、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除さ

れていたことが認められる。 

なお、事業所名は不明であるものの、Ａ社のものと推認できる申立人の雇

用保険の加入記録における取得日により、申立人は、申立期間において同社

に在籍していたことが推認できることから、申立人の同社における厚生年金

保険被保険者資格取得日を、Ｂ社における厚生年金保険被保険者資格喪失日

と同日の昭和 48年３月 16日とすることが妥当である。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社における昭和 48

年４月の社会保険事務所（当時）の記録から、３万 6,000 円とすることが妥

当である。 

なお、事業主が申立人に係る厚生年金保険料を納付する義務を履行したか

否かについては、事業主は不明としており、このほかに確認できる関連資料



及び周辺事情は無いことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業

主が申立てどおりの被保険者資格の取得日に係る届出を社会保険事務所に対

して行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が無

いことから、行ったとは認められない。 



福島厚生年金 事案 1225 

 

第１ 委員会の結論 

事業主が社会保険事務所（当時）に届け出た標準報酬月額は、申立人の主

張する標準報酬月額であったと認められることから、申立期間の標準報酬月

額を３万 6,000円に訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 18年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 43年 11月１日から 44年４月 10日まで 

オンライン記録では、申立期間の標準報酬月額は２万 6,000 円とされて

いるが、私の所持する「社員手帳」には、申立期間より前の昭和 43 年４月

１日付けで基本給が３万 300 円と記載されている。Ａ社の「社会保険被保

険者台帳」には、私の申立期間の報酬月額が３万 6,433 円と記載されてい

るということであり、オンライン記録上の標準報酬月額が誤りだと思うの

で、調査の上、申立期間の標準報酬月額の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された「社会保険被保険者台帳」には、申立期間の報酬月額

は３万 6,433 円と記載されており、当該報酬月額は、標準報酬月額３万

6,000円に相当することが確認できる。 

また、オンライン記録上の標準報酬月額（２万 6,000 円）が、前述の「社

会保険被保険者台帳」に記載された報酬月額に相当する標準報酬月額と相違

していることについて、年金事務所では、Ａ社に係る厚生年金保険被保険者

名簿の標準報酬月額欄を見ると、「26」と記載された後に赤字で「36」と加

筆されたようにも見受けられるとしている。 

これらを総合的に判断すると、事業主が社会保険事務所に届け出た申立期

間の標準報酬月額は３万 6,000 円であったと認められ、申立人の申立期間に

係る標準報酬月額を３万 6,000円に訂正することが必要である。 



福島厚生年金 事案 1226 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準報酬月額の記録は、事後訂正の結果 30 万円と

されているところ、当該額は厚生年金保険法第 75 条本文の規定に該当するこ

とから、年金額の計算の基礎となる標準報酬月額は、訂正前の 20 万円とされ

ているが、申立人は、申立期間について、平成 18 年６月から 19 年８月まで

は標準報酬月額 30万円、同年９月から 20 年７月までは標準報酬月額 28万円

に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認め

られることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料

の納付の特例等に関する法律に基づき、申立人の申立期間の標準報酬月額に

係る記録を、18 年６月から 19 年８月までは 30 万円、同年９月から 20 年７

月までは 28万円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準報酬月額に基づく厚生年金保険料

（訂正前の標準報酬月額（20 万円）に基づく厚生年金保険料を除く。）を納

付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 34年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成 18年６月１日から 20年８月１日まで 

私は、給与 30 万円の約束で、平成 18 年６月１日にＡ業務担当としてＢ

社に入社し、21 年 10 月に退職するまで、約束どおり、30 万円の給与を受

け取っていた。私が所持している給料明細書によれば、厚生年金保険料と

して常に２万 1,432 円が控除されていることが確認できるにもかかわらず、

「ねんきん定期便」に記載されている納付額は、１万 4,288 円から１万

4,996 円であり、事実と相違していることに初めて気付いた。申立期間の

標準報酬月額について、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

オンライン記録によれば、申立人の申立期間に係る標準報酬月額は、当初

20 万円と記録されたが、申立期間に係る厚生年金保険料の徴収権が時効によ

り消滅した後の平成 22年９月９日に 20万円から 30万円に訂正されたところ、



厚生年金保険法第 75 条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準報

酬月額は、当該訂正後の標準報酬月額（30 万円）ではなく、当初記録されて

いた標準報酬月額（20万円）となっている。 

しかしながら、申立人から提出された申立期間の一部の給料明細書及びＢ

社から提出された賃金台帳によれば、申立期間において、厚生年金保険料率

の改定が２度行われているものの、申立人は、資格取得時の厚生年金保険料

率により算出された保険料を事業主により給与から控除されていたことが認

められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、前述の給料明細書及び賃金台

帳において確認又は推認できる厚生年金保険料控除額から、平成 18 年６月か

ら 19 年８月までは 30 万円、同年９月から 20 年７月までは 28 万円とするこ

とが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、事業主が申立

期間当時に事務手続を誤ったとして報酬月額の訂正の届出を行い、また、申

立期間に係る厚生年金保険料については、過少な納付であったことを認めて

いることから、これを履行していないと認められる。 



福島厚生年金 事案 1227 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 大正 14年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 48年１月１日から同年５月４日まで 

厚生年金保険加入記録によれば、Ａ社（現在は、Ｂ社）Ｃ支社における

資格喪失日が昭和 48 年１月１日となっているが、同年５月の退職時まで厚

生年金保険に加入していたはずなので、資格喪失日を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ｂ社から提出された「営業員採用報告書」により、申立人は、申立期間に

おいて、Ａ社に勤務していたことは確認できる。 

しかしながら、Ｂ社では、申立期間当時の厚生年金保険の取扱いについて、

「正社員は厚生年金保険に加入させているが、嘱託職員は加入させていなか

った。個々人の事情により、正社員から嘱託職員に身分が変更となることも

あり、在籍期間と厚生年金保険被保険者期間は必ずしも一致しない。」とし

ている。 

また、申立人と同様にＡ社Ｃ支社Ｄ営業所に勤務していた複数の者は、

「個々人の事情により、正社員から嘱託職員に身分が変更となった場合には、

厚生年金保険被保険者資格を喪失し、給与から厚生年金保険料が控除される

ことも無かった。」と述べている。 

さらに、Ａ社Ｃ支社において申立人と同時期に被保険者資格が確認できる

24 人中６人は、厚生年金保険被保険者資格を喪失後、２か月から 14 か月を

経て、再度被保険者資格を取得している記録が確認できる。 

加えて、申立期間に係る厚生年金保険料の控除についての申立人の記憶は

定かではなく、このほか、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の控除を

うかがわせる関連資料及び周辺事情も見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、



申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



福島厚生年金 事案 1228 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 37年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 55年３月 31日から 57年３月 31日まで 

私は、高校を卒業した直後の昭和 55 年３月 31 日からＡ市内のＢ社に勤

務した。調理業務や、接客業務に従事していた。正社員として勤務してい

たはずなので、申立期間について、厚生年金保険被保険者であったことを

認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、Ａ市内のＢ社に正社員として勤務したと申し立てている。 

しかしながら、申立期間にＢ社における被保険者記録が確認できる者のう

ち、連絡の取れた 16 人に照会したところ、いずれも申立人を記憶していない

上、申立人が氏名を記憶する同僚二人は、同社において被保険者資格を取得

したことが確認できず、連絡先も不明であるため、これらの者から、申立人

の申立期間に係る勤務実態について確認することができない。 

また、申立期間当時の事業主は、「当時、正社員の採用時には、本社で筆

記試験と面接試験を行っていた。正社員であれば、私が面接試験に立ち会っ

ているので、名前を記憶しているが、申立人については記憶が無いので、正

社員ではない。パートやアルバイトは社会保険に加入させていない。」と述

べているところ、申立人は、採用時の試験の詳細等について記憶していない。 

さらに、前述の事業主及び申立期間当時の総務担当者は、「当時は高校の

新卒者に対して正社員の求人を行っていなかった。」と述べており、Ｂ社が

厚生年金保険の適用事業所となった昭和 48 年 11月 15日から申立期間までの

間に被保険者資格を取得した 61 人の資格取得時の年齢を調査したところ、18

歳の者はいないことが確認できる。 

加えて、申立期間に係る厚生年金保険料の控除についての申立人の記憶は



定かではなく、このほか、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の控除を

うかがわせる関連資料及び周辺事情も見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



福島厚生年金 事案 1229 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として、その主張す

る標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和９年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 61年 10月１日から 62年９月１日まで 

② 昭和 63年 10月１日から平成元年４月 21日まで 

私は、Ａ社（現在は、Ｂ社）に勤務していた。入社してから退職するま

で給与が減額されたことが無いにもかかわらず、申立期間の標準報酬月額

が減額されていることに納得できない。オンライン記録が間違っていると

思うので、調査の上、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ｂ社は、「申立期間当時の資料は処分したため、申立人の申立期間に係る

厚生年金保険料の控除の状況は不明である。」としているものの、厚生年金

基金が保管する申立人の「厚生年金基金加入員台帳」に記録されている申立

期間に係る標準報酬月額は、オンライン記録上の標準報酬月額と一致してい

ることが確認できる。 

また、申立人と同様に標準報酬月額が減額となっている同僚３人が所持す

る申立期間の給与明細書に記載されている厚生年金保険料控除額は、当該同

僚３人のオンライン記録上の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料額と一致

していることが確認できる。 

さらに、申立人の厚生年金保険被保険者原票及びオンライン記録を確認し

ても、標準報酬月額が遡って訂正されている等の不自然な記録は見当たらな

い。 

加えて、申立人は、申立期間の厚生年金保険料控除額を確認できる給与明

細書等を所持しておらず、このほか、申立人の主張する標準報酬月額に基づ

く厚生年金保険料の控除について確認できる関連資料及び周辺事情も見当た



らない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が申立期間についてその主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



福島厚生年金 事案 1230 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として、その主張す

る標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 23年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 63年 10月１日から平成元年 10月１日まで 

申立期間について、給与が下がったことは無かったにもかかわらず、標

準報酬月額がその前後の期間と比べて減額されているので、調査の上、記

録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間の標準報酬月額の相違について申し立てているが、厚

生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき標準

報酬月額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給付が行われ

るのは、事業主が源泉控除していたと認められる厚生年金保険料額及び申立

人の報酬月額のそれぞれに基づく標準報酬月額の範囲内であることから、こ

れらの標準報酬月額のいずれか低い方の額を認定し、記録訂正の要否を判断

することとなる。 

申立人から提出された平成元年４月及び同年７月を除く申立期間に係る支

給明細書によれば、給与総支給額は、オンライン記録上の標準報酬月額に比

べ高額となっている期間があるものの、厚生年金保険料については、オンラ

イン記録上の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料額が控除されていること

が確認できる。 

また、申立人から提出されたＡ市発行の「平成２年度市民税県民税特別徴

収税額通知書」に記載されている社会保険料控除額は、オンライン記録上の

標準報酬月額から算出された厚生年金保険料、健康保険料及び雇用保険料の

合計額とおおむね一致している。 

さらに、オンライン記録上の標準報酬月額は、Ｂ社（現在は、Ｃ社）が加



入する厚生年金基金（現在は、企業年金連合会）の加入記録における報酬標

準給与とも一致している。 

加えて、オンライン記録を確認しても、標準報酬月額が遡って訂正されて

いる等の不自然な記録は見当たらない。 

このほか、申立人の主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料の控除

について確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立期間について申立人がその主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



福島厚生年金 事案 1231 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 41年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成７年６月 21日から８年４月１日まで 

私は、申立期間の前後を通し、Ａ社に継続して勤務していたにもかかわ

らず、申立期間が厚生年金保険被保険者期間となっていないので、調査の

上、申立期間について、被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間の前後を通し、Ａ社に継続して勤務していたと述べて

いる。 

しかしながら、Ａ社から提出された申立人の「退職願」、「非常勤職員契

約書」及び「派遣職員契約・誓約書」によれば、申立人は、平成７年６月９

日付けで退職願を提出し、その後、同年６月 21 日から８年３月 24 日までの

期間について、同社と非常勤職員及び派遣職員契約を結んでいることが確認

できる。 

また、Ａ社の事業主は、「正社員から非常勤職員に契約を変更する場合は、

ほとんどが本人の希望によるものであり、非常勤職員及び派遣職員について

は、短時間勤務となることから、厚生年金保険に加入させていない。」とし

ており、同社から提出された所得税源泉徴収簿及び賃金台帳によれば、申立

期間において、申立人の給与から厚生年金保険料が控除されていないことが

確認できる。 

さらに、Ａ社から提出された「健康保険厚生年金保険被保険者資格喪失確

認通知書」及び「健康保険厚生年金保険被保険者資格取得確認通知書および

標準報酬決定通知書」によれば、同社では、申立人について、平成７年６月

21 日に被保険者資格を喪失し、８年４月１日に被保険者資格を再取得する旨

の届出を行っていることが確認でき、当該記録はオンライン記録とも一致し



ている。 

加えて、申立期間に係る厚生年金保険料の控除についての申立人の記憶は

定かではなく、このほか、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の控除を

うかがわせる関連資料及び周辺事情も見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



福島厚生年金 事案 1232 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 28年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 50年４月１日から 51年３月 31日まで 

② 昭和 51年４月１日から 53年３月 31日まで 

私は、申立期間①には非常勤職員としてＡ社（現在は、Ｂ社）に、また、

申立期間②には時間職員としてＣ社にそれぞれ勤務していたので、申立期

間について、厚生年金保険被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①については、Ｄ県から提出された申立人に係る人事記録及びＢ

社からの回答書により、申立人が非常勤職員としてＡ社に勤務していたこと

は確認できる。 

しかしながら、オンライン記録によれば、Ａ社は昭和 51 年４月１日に厚生

年金保険の適用事業所となっており、申立期間①には適用事業所ではないこ

とが確認できる。 

また、Ｄ県は、非常勤職員については、昭和 51 年度から、１年間の雇用期

間のある者を社会保険に加入させることとしている上、申立人と同時期に非

常勤職員として勤務していたとする同僚についても、厚生年金保険被保険者

記録は確認できない。 

さらに、Ｄ県に係る適用事業所の健康保険厚生年金保険被保険者原票を調

査したが、申立期間①において、健康保険の整理番号に欠番は無く、申立人

の被保険者原票も確認できない。 

申立期間②については、Ｄ県及びＣ社から提出された申立人に係る人事記

録により、申立人が時間職員として同社に勤務していたことは確認できる。 

しかしながら、Ｃ社では、「時間職員については共済及び厚生年金保険の

加入対象としておらず、給与から掛金及び厚生年金保険料の控除もしていな



い。」としている。 

また、申立人は、申立人と同時期に時間職員として勤務していた同僚の氏

名を記憶しておらず、これらの者から、申立人の申立期間②に係る厚生年金

保険料の控除について確認することができない。 

このほか、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の控除をうかがわせる

関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 


